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各都道府県介護保険担当課（室） 御中 

 

 

 

厚生労働省老健局計画課 

 

 

 

指定認知症対応型共同生活介護等に関するＱ＆Ａについて 

 

介護保険制度の円滑な推進については、種々ご尽力いただき厚くお礼申し上

げます。 

さて、別添のとおり、「指定認知症対応型共同生活介護等に関するＱ＆Ａ」

をとりまとめましたので、情報提供させていただきます。 

つきましては、管内市町村及び指定認知症対応型共同生活介護等関係者に周

知していただくようお願いいたします。 



１ 地域密着型サービス一般について 

 

（問１）都道府県と市町村の権限についてはどのような区別となるのか。

（認知症高齢者グループホーム事業者が、都道府県と市町村に対

して問合せしても、双方がたらいまわしであり回答が得られな

いという実態がある。） 

（答） 

 法の施行に伴い、事業所の指定に関する権限は、市町村に移譲されて

いることから、市町村が回答すべきものである。都道府県は、事業者に

対する直接の問い合わせ窓口となる必要はないが、これまでの事務経験

を踏まえ、適時適切に市町村に対する助言を行うことが必要である。 

 

 

（問２）地域密着型サービスでは、事業所を開設している市町村外の方

は基本的に利用できなくなるが、希望があった場合どのように対

応すべきか。 

（答） 

 事業所を開設している市町村外の者が利用を希望した場合については、

当該事業所より、利用を希望する者が居住する市町村に対し、新たに指

定申請を行うこととなる。 

 申請を受けた市町村は、事業所が存する市町村と協議を行い、自治体

間で、当該事業所の指定について同意をするか否かの判断を行うことと

なる。 

 

 

（問３）事業所を開設している市町村外に住所を有する入居者が、現に

入居しているが、次の要介護認定更新時に退居するように事業者

からいわれている。退居しなければならないのか。 

（答） 

 平成 18 年 3 月 31 日に、現に利用している者については、その者が

何らかの理由により退居するまで、介護保険法等の一部を改正する法律

附則第 10 条第 2 項に規定する「みなし指定」の対象となり、要介護認

定の更新時期と関係はない。 

 

 

 

 



（問４）認知症高齢者グループホームに他の市町村から転入して（住所

を移して）入居することを制限することは可能か。 

（答） 

 改正介護保険法第７８条の２第７項の規定では、市町村長は事業者の

指定を行うに当たって、事業の適正な運営を確保するために必要と認め

る条件を付することができるとされているが、他市町村から転入して入

居するケースが増え、実質的に事業所設置市町村の被保険者の適切な利

用が阻害されることになれば、当該市町村における地域密着型サービス

の適正な運営の確保が困難になる可能性もある。 

 したがって、設置市町村は、同項の規定に基づき、事業所を指定する

に当たり、例えば、「他市町村からの転入による入居者を定員の一定割合

に限定すること」「他市町村から転入して○ヶ月を経た者からの入居とす

ること」等の条件を付すことは可能である。 

 

 

２ 医療連携体制加算について 

 

（問５）要支援２について算定できるのか。 

（答） 

 要支援者については、「介護予防認知症対応型共同生活介護費」の対象

となるが、これについては、医療連携加算は設けていないことから、算

定できない。 

 

 

（問６）看護師の配置については、職員に看護資格を持つものがいれば

いいのか。看護職員として専従であることが必要か。 

（答） 

 職員（管理者、計画作成担当者又は介護従業者）として看護師を配置

している場合については、医療連携体制加算を算定できる。訪問看護ス

テーション等、他の事業所との契約により看護師を確保する場合につい

ては、認知症高齢者グループホームにおいては、看護師としての職務に

専従することが必要である。 

 

 

 

 

 



（問７）看護師としての基準勤務時間数は設定されているのか。 

（２４時間オンコールとされているが、必要とされる場合に勤務

するといった対応でよいか。） 

（答） 

 看護師としての基準勤務時間数は設定していないが、医療連携体制加

算の請求において必要とされる具体的なサービスとしては、 

・ 利用者に対する日常的な健康管理 

・ 通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）

との連絡・調整 

・ 看取りに関する指針の整備 

等を想定しており、これらの業務を行うために、当該事業所の利用者の

状況等を勘案して必要な時間数の勤務が確保できていることが必要であ

る。（事業所における勤務実態がなく、単に「オンコール体制」としてい

るだけでは、医療連携体制加算の算定は認められない。） 

 

 

（問８）協力医療機関との連携により、定期的に診察する医師、訪問す

る看護師で加算はとれるか。連携医療機関との連携体制（連携医

療機関との契約書で可能か）による体制で加算が請求可能か。 

（答） 

医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、

可能な限り継続して認知症高齢者グループホームで生活を継続できるよ

うに、看護師を配置することによって、日常的な健康管理を行ったり、

医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備し

ている事業所を評価するものであるため、看護師を確保することなく、

単に協力医療機関に医師による定期的な診療が行われているだけでは、

算定できず、協力医療機関との契約のみでは、算定できない。 

なお、協力医療機関との契約を見直し、契約内容が、看護師の配置に

ついて医療連携体制加算を算定するに足りる内容であれば、算定をする

ことはあり得る。 

 

 

 

 

 

 

 



（問９）同一法人の他事業所に勤務する看護師を活用する場合、双方の

常勤換算はどのように考えられるのか。 

（他事業所に常勤配置とされている従業者を併任してもよいか） 

（答） 

 算定の留意事項（通知）にあるとおり、併任で差し支えない。常勤換

算については、双方の事業所における勤務時間数により、それぞれ算定

する。 

 

 

（問１０）算定要件である「重度化した場合における対応に関する指針」

の具体的項目はきめられるのか。また、加算の算定には、看取り

に関する指針が必須であるか。 

（答） 

算定の留意事項（通知）にあるとおり、医療連携体制加算の算定要件

である「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込むべき項目

としては、例えば、①急性期における医師や医療機関との連携体制、②

入院期間中におけるグループホームの居住費や食費の取扱い、③看取り

に関する考え方、本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取

りに関する指針、などを考えており、これらの項目を参考にして、各事

業所において定めていただきたい。 

また、この「重度化した場合における対応に係る指針」は、入居に際

して説明しておくことが重要である。 

なお、指針については、特に様式等は示さないが、書面として整備し、

重要事項説明書に盛り込む、又は、その補足書類として添付することが

望ましい。 

 

 



３ 運営推進会議について 

 

（問１１）認知症高齢者グループホームの運営推進会議においては、活

動状況としてどのような報告を行う必要があるか。 

（答） 

 運営推進会議において報告を行う事項としては、「認知症高齢者グルー

プホームの適正な普及について（平成 13 年 3 月 12 日老計発第 13 号

老健局計画課長通知）」別添 2 に掲げる「認知症高齢者グループホームに

係る情報提供の項目」や、自己評価及び外部評価の結果などが考えられ

るが、運営推進会議の場においては、当該グループホームにおける運営

やサービス提供の方針、日々の活動内容、入居者の状態などを中心に報

告するとともに、会議の参加者から質問や意見を受けるなど、できる限

り双方向的な会議となるよう運営に配慮することが必要である。 

 なお、運営推進会議の実践例については、厚生労働省としても今後事

例の収集を行い、適切な事例等について情報提供を行っていくことを検

討している。 

 

 

（問１２）おおむね二月に一回開催とされているが、定期開催は必須か。

（答） 

 必須である。 

 

 

４ 通所介護、短期利用について 

 

（問１３）共用型指定認知症対応型通所介護事業者において、栄養マネ

ジメント加算や口腔機能向上加算などは算定できるか。 

（答） 

 共用型指定認知症対応型通所介護においても、報酬告示等に定められ

た所定の要件を満たせば算定が可能である。 

 

 



５ 計画作成担当者（介護支援専門員）の配置について 

 

（問１４）計画作成担当者は、他の事業所との兼務は可能か。 

（答） 

 介護支援専門員である計画作成担当者は、当該共同生活住居における

他の職務を除き、兼務することはできない。（指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準第９０条第６項） 

 

 

（問１５）計画作成担当者は非常勤でよいか。その場合の勤務時間の目 

安はあるか。 

（答） 

 非常勤で差し支えない。勤務時間は事業所によって異なるが、当該事

業所の利用者に対する計画を適切に作成するために、利用者の日常の変

化を把握するに足る時間の勤務は少なくとも必要である。 

 

 

（問１６）計画作成担当者のユニット間の兼務は可能か。 

（答） 

 各共同生活住居（ユニット）に、それぞれ配置することとなっている

ので、他の共同生活住居と兼務はできない。（指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準第９０条第６項） 

 

 

（問１７）例えば、2 ユニットの場合、2 人の計画作成担当者が必要と

なるが、2 人とも介護支援専門員であることが必要か。 

（答） 

 計画作成担当者のいずれか 1 人が、介護支援専門員の資格を有してい

れば足りる。 

 

 



６ 研修について 

 

（問１８）認知症対応型サービス事業管理者研修の受講要件として認知

症介護実践者研修があるが、同時受講が可能であるか。 

（Ｈ１７年度は実践者研修と管理者研修の同時開催であった

が、実践者研修の修了が条件となると研修は別途開催と考え

るがいかがか。） 

（答） 

 実践者研修と管理者研修は、その対象者、受講要件並びに目的が異な

ることから、双方の研修を同時に開催することは想定していないため、

同時受講することはできない。 

 

 

（問１９）現に管理者として従事していない認知症介護実務者研修修了

者が、管理者として従事することになる場合は新たに認知症対

応型サービス事業管理者研修を受講する必要があるのか。 

（答） 

 受講が必要である。ただし、平成 17 年度中に、都道府県が実施した

「認知症高齢者グループホーム管理者研修」を受講している者について

は、認知症対応型サービス事業管理者研修を受講した者と見なして差し

支えない。 

 

 

（問２０）１８年度中の研修履修の経過措置は考えられるのか。 

（都道府県の研修会の実施が遅く、定員も少ないため、研修参

加を希望しても履修できない。急な傷病欠勤等に対応する人

員の確保難しい） 

（答） 

 経過措置については、「「指定地域密着型サービス及び指定地域密 

着型介護予防サービスに関する基準について」に規定する研修について」

（平成18年３月31日老計発第0331006号、老振発第0331006号、

老老発第0331019号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健

課長連名通知）のとおりである。 

 平成 18 年度の研修実施要綱において、指定基準を満たそうとする受

講者に対して、市町村からの推薦書を付けて受講申込みをすることとし

ており、各都道府県に対しては、それに対して配慮を行うことをお願い

しているところである。 



平成１８年５月２日 
 
 
都道府県介護保険担当主管課（室）御中 
 
 

厚生労働省老健局老人保健課 
 
 
 

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（ＶＯＬ．４）の送付について 
 
 

介護保険行政の推進につきましては、日頃からご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 
さて、今般、平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（ＶＯＬ．４）を作成いたしましたのでお

送りいたします。各自治体におかれましては、これらを参照の上、事務を進めていただけ

ますようお願いいたします。 
 
 
 
 
 
 

照会先 
厚生労働省老健局老人保健課 企画法令係 
ＴＥＬ 03-5253-1111（内線 3949・3960）

ＦＡＸ 03-3595-4010



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１８年４月改定関係 Q&A 

（Vol.４） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

通所介護・通所リハビリテーション 
 
 
 
 
 
（答） 御指摘の件については、ケアマネジメントの過程で適切に判断され

るものと認識しているが、①算定要件として、それぞれの加算に係る

実施内容等を勘案の上、１事業所における請求回数に限度を設けてい

ること、②２事業所において算定した場合の利用者負担等も勘案すべ

きことから、それぞれの事業所で栄養マネジメント加算又は口腔機能

向上加算を算定することは基本的には想定されない。 
 
 
 
 
（答） 両者が同時に提供されることは基本的には想定されない。 
 
 
 
 
 
（答） 短期入所からの退院（所）は含まない。 
 
施設サービス費関係 
 
 
 
 
（答） 短期入所の後、リハビリテーションを必要とする状態の原因となっ

た疾患等に変更が無く、施設入所に移行した場合にあっては、当該加

算の起算日は直前の短期入所療養介護の入所日からとなる。（初期加算

の算定に準じて取り扱われたい。） 
 
 

（問 ２）通所サービスにおいて栄養マネジメント加算を算定している者

に対して管理栄養士による居宅療養管理指導を行うことは可能か。 

（問 １）それぞれ別の通所介護・通所リハビリテーション事業所に通所

している場合、それぞれの事業所で同時に栄養マネジメント加算又は

口腔機能向上加算を算定することはできるか。 

（問 ３）通所リハビリテーションの短期集中リハビリテーション実施加

算の「退院（所）日」について、短期入所生活介護（療養介護）からの

退院（所）も含むのか。 

（問 ４）老健施設の短期入所療養介護を利用していた者が連続して当該

老健施設に入所した場合について、短期集中リハビリテーション実施

加算の起算日はいつか。 



 

 
 
 
（答） 夜勤職員の配置については、認知症専門棟加算について「２０人に

１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること」が必要であり、質

問の場合には、３人の夜勤職員の配置が必要となる。 
 

（例） 一般棟＋認知症専門棟５０人の老健施設の夜勤職員の配置 
  ○一般棟部分に２人 
   （ただし、短期入所療養介護の利用者数と介護老人保健施設の

入所者数の合計数が４０以下であって、常時、緊急時の連絡

体制を整備している場合は１人以上） 
○認知症専門棟部分に３人 

 
 
 
 
（答） 以下の計算方法により算定いただきたい。 
   （例）平成１８年３月２０日に入院した場合 
      同年７月２０日以降が入院日から起算して４月を超えた期間

（以下「対象期間」という。）に該当する。当該対象期間において

実施されるリハビリテーションであって、同年７月１日から起算

して同月中に行われる合計１１回目以降のものに当該減算が適用

されることとなる。 
 

（問 ５）５０人の認知症専門棟がある介護老人保健施設における認知症

ケア加算を算定するための夜勤職員の配置は何人必要か。 

（問 ６）理学療法等において、入院日から起算して４月を超えた期間に

おいて、１月に合計１１回以上行った場合の減算の計算方法如何。 
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